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1．はじめに

　本稿の目的は，研究開発組織の地理的統合をきっかけとして，組織メンバー

間のコミュニケーション・パターンがどのような影響を受ける可能性があるの

一かという問題を検討するために，既存研究で注目されてきた変数を整理するこ

とにある。本稿が注目する研究開発組織の地理的統合とは，国内の様々な地域

に分散していた自社研究所を1つの場所に統合する試みである。近年，既存の

自社研究所を統合し，大規模な総合研究所を設立する企業が多く存在する。た

とえば，富士写真フイルム株式会社は2006年4月から3つの基礎研究所を集

結させた「富士フイルム先進研究所」を開設させたり，武田薬品工業株式会社

は2010年開始を目処として，基礎研究所と開発研究所を統合した大規模な研

究所改革に着手している1。

　このような研究所の地理的統合に取り組む企業は，急激な市場変化に対応す

るために製品の開発スピードを短縮することを目的として掲げることが多い。

このような主張がおいている暗黙の前提とは，研究者が空間を共有することに

よって，研究者問のコミュニケーションの頻度が上がり，意思決定に必要な情

報が速やかに収集できるようになることや，これまで接触することのなかった

研究者間でコミュニケーションがとられるようになり，異なる専門間のシナ

ジーが起こることである。このような前提に基づいて，実務家は組織メンバー

に作業空間を共有させることによって，組織成果が高まるという関係を期待し

ているように思われる。しかし，研究所の地理的統合を実施したとしても，実

務家が期待する組織成果をあげることができず，思考錯誤を重ねている企業は

少なくない。たとえば，上述の武田薬品工業は，1995年にすべての基礎研究

機能をつくば市の「茨城リサーチセンター」に統合したものの，基礎研究所の
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統合による成果は新薬に結びつかなかったことを反省として，今回の研究所改

革では，基礎研究所と開発研究所の統合を予定している。統合させる研究部門

の組み合わせが組織成果に与える影響が示唆されているように，単に研究所の

地理的統合という空間設計だけではなく，どのような研究部門をどのような配

置でコロケーションさせるべきなのかという問題も，組織メンバー間のコミュ

ニケーション・パターンに影響を与える要因として考慮する必要があるだろう。

　にもかかわらず，このような問題は既存研究ではほとんど検討されてこな

かったように思われる。すなわち，「組織メンバーが作業生問を共有すれば，

コミュニケーションが増加する」というような単純な関係を，研究者も実務家

と同様に支持してきたのである。既存研究では，作業空間の設計とコミュニ

ケーション・パターンという観点から，一定の実証研究が実施されてきた。こ

れらの研究では，数少ない例外を除けば，組織メンバーが空間を共有するよう

になると，あらゆる部門で，また，・あらゆる個人が，ただちに，また一様にコ

ミュニケーションを増加させるようになるというシンプルな関係が想定されて

きた。すなわち，組織メンバーは空間を共有することで，作業空間の物理的設

計上，コミュニケーションを阻害する要因が取り除かれたり，コミュニケーショ

ンの機会を提供する要因が作られたりすると論じられてきたのである。

　本稿では，組織の地理的統合とコミュニケーション・パターンに関する既存

研究の整理を行い，この問題を検討する上セ必要な変数を紹介する。その上で，

研究開発組織における地理的統合の問題を扱うために必要な課題について若干

の示唆を行う。

2．　コロケーションとコミュニケーション・パターンに関する先行研究

研究開発組織の地理的統合の問題は，オフィスのコロケーション（CO1oCation）

の文脈で扱われてきた。コロケーションとは，「主要なオフィス，あるいは仕

事場が，物理的に近接して置かれていること」（Van　den　Bulte　and　Moenaert，

1998）である。これらの研究は，オフィス空間を複数の部署が共有するように

なることで組織メンバーの接触の機会が提供され，対面接触という日常的な相

互作用パターンが変更さ≡れるがゆえにコミュニケーション頻度が増加すること

を説明している（A11en，1977；KahnandMcDonough，1997；VandenBu1teand



研究開発組織の地理的統合とコミュニケーション・パターンに関する既存研究の検討　　3

Moenaert，1998）。これらの研究が用いてきた枠組みは図1に示されているよ

うに，非常に単純な関係である。独立変数としてコロケーション，媒介変数と

して作業空間の物理的特性，従属変数としてコミュニケーション・バターンが

指摘されてきた。すなわち，コロケーションによって，作業空間の物理的環境

が変化し，組織メンバー間のインフォーマルな接触の機会が増えることで，組

織メンバーのコミュニケーション・パターンが変化するのである。さらに，同

じような物理的環境下にあったとしても，モデレータ変数として作用す亭若干

の変数の存在が示唆されてきた。

　まず，オフィスの作業空間の物理的特性が組織メンバーの接触機会に影響を

与える理由として挙げられる基本的な考え方は，人間は壁を突き抜けて歩くこ

とができないし，床を突き抜けて見ることはできないので，組織の物理的環境

のデザインによって，彼らの活動は規定されるというものである（Heffer，

1982）。このような前提に基づいた研究は，組織メンバーの接触機会は，①組

織メンバー間の近接性と②組織メンバ．一を分断する遮蔽物の存在，③新たな接

触機会を提供する共有設備によって規定されることを主張してきた。

　組織メンバー間の近接1性とは，オフィスの席の配置や活動場所によって規定

される人員間の距離のことである。人員間の距離が同程度離れていても，階段

やパーティションなどの遮蔽物が存在する場合には，遮蔽物の存在によって組

織メンバー間の接触機会は影響を受ける可能性がある。さらに，コミュニケー

ションの機会は，人員間の近接性が高まったり，遮蔽物が取り除かれる場合だ

けでなく，コロケーションによって「新たな接触」が提供される場合にも提供

されるだろう。たとえば，オフィスにおいて組織メンバーが交差する空間がつ

くられることによって，組織メンバー間の新たなコミュニケーションが開始さ

れることが議論されてきた。

　ただし，空間の物理的特性が同程度変化したとしても，コロケーションさせ

る部門の組み合わせによって，コミュニケーション・パターンは影響を受ける

可能性がある。以下では，それぞれの項目について，A11en（1977）による研

究開発部門のコロケーションの問題を扱った研究を端緒として，説明して行く

ことにしよう。
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2．部門の組み合わせ

　州1en（1977）は，コロケーションがコミュニケーション・パターンに与え

る影響について実証研究を実施している。刈1enは，13の異なる企業の研究所

AからMを対象として実証研究を行っており，化学メーカーのR＆D部門「研

究所G」におけるコロケーション前後で，どのように組織メンバー間のコミュ

ニケーション・パターンが変化したのかという問題を検討している。研究所G」

内のグループAとB，Cは異なる建物の異なるフロアに配置されていたけれど

も，新しく建設された研究棟に移動し，食堂を囲む形で同一フロアに配置され

た。そこでの主要な発見事実は，①研究所G内の各グループ間の相互作用が

増加したことと，②研究所Gの各グループと他部門の相互作用が減少したこ

とである。

　最初に，コロケーション前後の部屋の配置変更について言及しておこう。研

究所Gではそれまで別の建物や同一建物の別フロアにあった3つめ研究開発

グループA～Cが，新しい建物に移動し，食堂を取り囲む形で同じフロアに

配置されるようになった2。より具体的には，図2のようにAグループは，B

グループおよびCグループとは異なる建物に，AグループとCグループは同

一フロア，BグループとCグループは異なるフロアに配置されていた。Aグルー

プとCグループは異なる建物に配置されていたけれども，同一フロアであっ

たため，グループ間の移動には廊下が利用された。BグループとCグループ

は同一建物内に配置されていたけれども，BグループはCグループの2階上
にあり」 Cその間には40段の階段が存在していた。AグループとBグループの

間の移動には，廊下および階段が利用された。コロケーショーン後の配置は，図

章のように，食堂の周囲に各グループのオフィスが置かれ，2つのグループが

それぞれ実験室を共有するようにな・った。より詳細なグループ間距離とグルー
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プ間コミュニケーションは，表1に整理してある。

＜図2＞

出典：A1en（1977）まり筆者作成

＜図3＞

紙トー 撫トー

出典：刈1en（1977）より筆者作成

く表1＞

距離（m）
コミュニケーション頻度

i1週間あたりの回数）

移動前 移動後 移動前 移動後 伸び率

A⇔B 104 15 O．35 2．89 726％

B⇔C 34 22 2．77 3．81 38％

A⇔C 85一 22 1174 2．49 43％

出典1州1en（1977）より筆者作成

刈1enの発見事実の1つ目のポイントは，研究所G内の各グループ間のコミュ

ニケーションが増加したという点である。コロケーション前後のコミュニケー

ション頻度を比較すると，すべてのグループ間でコミュニケーション頻度は約

1．5倍から8倍に増加したことが確認できる。

　このような変化の要因として，まず移動前の部門間の距離とコミュニケー

ション頻度の関係を見てみると，部門関の距離が離れていればいるほど，コミュ
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ニケーション頻度も低い。さらに，移動前のA⇔B，A⇔Cの距離はわずか

20メートル程度の違いしかないにもかかわらず，コミュこケーション頻度は

大幅に減少していることが確認できる。A⇔CのほうがA⇔Bより。もタスク

の関連性が高いという可能性はあるけれども3，B⇔Cの間に存在した階段の

存在がそのコミュニケーション量に影響を与えている可能性があるだろう。

　さらに，移動後のB⇔C，A⇔Cのグループ間のコミュニケーションを比

較すると，グループ間の距離は同程度であるにもかかわらず，A⇔CはB⇔

Cよりもコミュニケーションの頻度の伸び率が高い。その理由の一つとして，

Aグル」プとCグループは実験室を共有していることが指摘されている。

側1en（！977）は，距離や遮蔽物以外に，接触機会を提供する「相互作用促進設

備（interaction　promoting　faci服ies）」について検討している。すなわち，組織

メンバー間の接触の機会を提供する空間的特徴であり，トイレやコピー室，コー

ヒーポットの周辺，カフェテリア，実験室の共有を共有することによって，組

織メンバー間の新たな接触の機会が提供される可能性を述べているのである4．

　A11enの発見事実の2つ目のポイントは，研究所Gの各グループと他部門の

相互作用が減少したという点である。移動前は，研究開発部門の各グループは

販売やマーケティング，エンジニアリング，製造部門と同一建物を使用してい

たけれども，研究開発部門は異なる建物に移動することとなった。その結果，

研究開発部門が移動前に近接していた部門とのコミュニケーション頻度は減少

したのである。

　図4に示されているように，研究開発部門と各部門とのコミュニケーション

はそれぞれ減少傾向にあるものの，その変化の程度は必ずしも一様ではない。

州1enは距離が離れたことで部門問のコミュニケーション頻度5が減少するとい

う副次的な悪影響があったという解釈を加えているのみであるけれども，コ

ミュニケーション頻度の減少の程度には，部門関の距離という要因だけでなく，

部門の組み合わせという要因が作用している可能性があるだろう。以下では，

各論について検討していくことにしよう。
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＜図4＞
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出典：Allen（1977）より筆者作成

2．1．作業空間の物理的特性

2．1．1．近接性

　組織メンバー間の物理的距離が遠ざかれば遠ざかるほど，その間の自然発生

的で，インフォーマルなコミュニケーションの頻度が減少することがこれまで

論じられてきた（刈1en，1977；Davis，1984；Homans，1954；Ke11erandHolland，

1983）。このような組織メンバー間の距離とコミュニケーションの関係が注目

されてきたのは，我々が予想する以上に人員間距離がそこでのコミュニケー

ション・パターンを規定しているからである6。たとえば，A11en（1977）では，

少なくとも1週間に1度以上，研究上の科学的な問題に関してコミュニケーショ

ンをとる確率は，人員間距離が1メートルであるときは50パーセント程度で

あるにもかかわらず，約30メートル離れるだけで，5パーセント未満にまで

指数関数的に減少することが指摘されている。このことは，一見すると些細な

ごとのように思われるオフィス内の席決めや建物内の部門ごとの部屋の配置

が，組織メンバー間のコミュニケーション量に重要な影響を及ぼしている可能

性があることを示唆している。さらに，公式組織上は異なる部門であるのに空

間的には近接しているというケースや，公式組織上は同一組織ユニットに属し

ているのに空間的には離れているというケースなどを想定すれば，タスクの関

連性以上に，オフィス内の席の配置が組織メンバー間のコミュニケーション量
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に影響を及ぼす可能・性があるということをについて，イメージを抱きやすいだ

ろう。

　人員間距離は，コミュニケーション頻度のみならず，組織メ・シバー間のイン

フォーマルな相互作用のとり方とも密接な関係を持っている。たとえば，従業

員問の交友関係は彼らの机の距離の関数であり，距離が離れるほど親密度の程

度は純減する（We11s，1965）ごとや，性格の類似している人よりも近くに座っ

ている人を友人ξして選択する程度が高い（Homans，1954）こと，プロジェ

クトチーム間の距離が近いほどチーム間の協力関係が高い（Pinto，Pinto　and

Prescott，1993）ことなどが指摘されているように，組織メンバー間の人員問

距離は交友関係の程度にも影響を与えていることが実証的に示されてきた。人

員間距離とコミュニケーション頻度には密接な関係が指摘されてきたのであ

る。

2．1．2．遮蔽物

　組織メンバー間のコミューニケーションを阻害する要因は人員問距離だけでは

ない。距離が同程度離れていても一 C階段やパーティションなどの遮蔽物の影響

が存在する場合には，コミュニケーションが阻害される可能性がある。たとえ

ば，Hall（1966）は，作業空間のレイアウトにおけるパーティションの考え方

に言及している。すなわち，壁のないオフィスを考えた場合に，そのオフィス

内に2人の従業員が机を持っていたら，「彼らの机は2メートル離れている」

というように，直接測定することができるだろう。しかし，机が同じオフイス

内にあっても，机の問がパーティションで分断されていたら，パーティション

の周囲を歩かなくてはならないので，2人の距離は2メートル以上になってし

まう，というのが遮蔽物の存在に関する基本的な考え方である。そのため，遮

蔽物が存在する場合には，遮蔽物で区切られた範囲の外側にいる組織メンバー

との相互作用は減少し，相対的に遮蔽物の内側のメンバーとの相互作用を取る

ようになるということである（SzilagyimdHolland，1980）。

　このような知見に基づいて，多くの企業ではオープン・オフィスが導入され

てきた。すなわち，それまでの個室から大部屋に移ることによって，これまで

対面でのコミュニケーションをとるために，相手の所属する部屋に移動する必

要のあった人が，その移動をする必要がなくなったことで，コミュニケーショ



研究開発組織の地理的統合とコミュニケーション・パターンに関する既存研究の検討　　9

ンの不便さが減少したというものである。例えば，Gullahorn（1953）では，

アメリカ東部の大企業における，29人の女性と8人の男性を対象として行わ

れた研究では，サブグループ間を仕切るファイリングキャビネットの存在が，

グループ間の相互作用を減少させるだけでなく，グループ内の相互作用を増加

させることを示している。より詳細な実証研究を実施した刈1enand

Gcrstberger（1973）では，1人から2人で使用していた個室から，大部屋に移

動したことで，コミュニケーションの対象人数は2倍に，コミュニケーション

の頻度は1．5倍に増加したことが示されている。

　コミュニケーションを阻害する遮蔽物は，壁やパーティションだけでなく，

階段などの存在も指摘できるだろう。たとえば，EstabrookandSommer（1972）

では，大学教授を対象とした研究で，異なるフロアに部屋を持つ同部門の教授

よりも，同じフロアに部屋を持つ異なる部門の教授とのほうが親しいというこ

とが示されている。すなわち，同じ分野に所属する教授同士であれば，異なる

分野に所属する教授同士よりも親しいことが通常予想される一けれども，その間

に階段のような遮蔽物が存在する場合には，分野の関連性によって，交友関係

が規定されるわけではない。異なるフロアに部屋を持つ組織メンバー間のコ

ミュニケーションは遮蔽物によって阻害されるため，同一．フロアの教授と一層

親しくなるということが示されているのである。

　このような遮蔽物の内側での人員問のコミュニケーションが活発になるとい

う知見は，オーナン・オフィスのような開放的なオフィスに移動したことで，

かえって組織メンバー間のコミュニケージ白ンが減少したという発見とも整合

的である（Hat中，1987；Sundstrom，Herberta皿dBro㎜，1982；Za1ens㎏and

Farace，1987）7。単にオープン・オフィスのような開放的なオフィスを設計し

さえすれば組織メンバー間のコミュニケーションが活発になるわけではない。

遮蔽物の置き方によって，遮蔽物の内側と外側のコミュニケーションをコント

ロールすることができるのである。

2，1，3一共有設備
　組織メンバー間の接触機会に影響を与える作業生商の物理的設計は，組織メ

ンバー間の近接性や遮蔽物の存在だけではない。移動前も相互作用が存在した

組織メンバー間では，それまでコミュニケーションを阻害していた距離や遮蔽
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物などが排除されることによって，既存のコミュニケーションが一層活発に行

われるようになったという関係が想定されてきた。し示し，コロケーションに

よって既存のコミュニケーションのみが改善されるのではなく，これまで相互

作用することなかった相手との問で，偶発的で新規のコミュニケーションも開

始される可能1世もあるだろう。たとえば，コロケーションによって一つの複数

のグループが居室を共有するようになり，その境界にあった壁が取り除かれる

ようになれば，誰がどこで何をしているかを容易に見渡すことができる。その

ような状況下では，他人と出会う頻度が高まったり・（OldhamandBrass，

1979），偶発的な相互作用を通じて，自然発生的に関係が形成されることにな

る　（Hatch，1997）。

　このような接触機会について言及している初期の研究には，Festinger，

SchachterandBack（1950）がある。彼らは，MITのウェストゲートにある既

婚者用のアパートを対象とした研究で，階段や入．り口，郵便受けのそばに部屋

を持つ人は，そうでない人よりも友人を多く持つことを示した。すなわち，階

段や入り口，郵便受けの周辺がたまり場となり，アパート内の人々の交流の機

会を提供するようになったため，そのたまり場へのアクセスが容易な人ほど，

アパート内の友人を多く持つようになったのである。

　類似の知見は，企業組織の内部でも同じように観察されている。Heffer

（！992）は，ある半導体メーカーのエンジニアリング部門において，部門長の

席の配置がその部門内の組織メンバー間の相互作用に影響力を発揮したことに

ついて論じている。新任の部門長はフロア内の人の動きを観察し，フロア内に

カフェテリアに向かう動線とトイレに向かう動線という2つの動線が存在する

ことを発見し，それまでのトップとは異なり，動線の交差点に位置する場所に

机を配置した。その結果，部門長はインフォーマルな質問にも答え，そこでの

活動に今まで以上に介入できるようになった。

　このような交差点にあたる設備を意図的に設計する試みも存在する。たとえ

ば，「相互作用促進設備（interacせ。n　promo廿ngfaci町）」（A11en，1977）とは，

組織メンバー間の接触の機会を提供する空間的特徴であり，トイレやコピー室，

コーヒーポットの周遊，カフェテリアなどを指している。複数部署の人員が交

差する場所にこのような設備が置かれることで，偶然の接触の機会が提供され

る可能性がある。
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　このような相互作用促進設備に関する実証研究も行われている。たとえば，

FayardandWeeks（2007）は，企業組織内のコピー室におけるメンバー間のイ

ンフォーマルな相互作用の機会について，質的なフィールド調査を実施してい

る。研究所と出版社，ビジネススクールの3つの組織を対象として，コピー室

が提供するインフォーマルな相互作用の機会について，ビジネススクールでは

研究所や出版社に比べて，コピー室でのインフォーマルな接触が少ないことが

示された。インフォーマルな相互作用を発生させる条件として，コピー室が建

物の中央に配置されており，組織メンバーにとってアクセスしやすいという近

接性の条件や，コピー室内で話をしているところを周囲から観察されにくいと

いうプライバシーの条件に言及している呂。

2．2．部門の組み合わせ

　コロケーションによる作業空間の物理的特性は組織メンバー間のコミュニ

ケーション・パターンに大きな影響を与える要因として指摘されてきた。しか

し，同じようにコロケーションしても，ある部門間のコミュニケーションはこ

のような物理的環境の変化をほとんど受けないことが指摘されてきた。

　Van　den　Bulte　andMoenaert（1998）は，アメリカの大手電信会社のベルギー

支社を対象として，研究開発部門のコロケーション前後における組織メンバー

間のコミュニケーション・パターンについて，質問票に基づく実証研究を行っ

ている。この研究では，同一建物の異なるフロアにオフィスを構えていた研究

開発チームを，既存の建物から250メートル離れた建物の同一フロアに集結さ

せることによって，研究開発部門内のコミュニケーション・パターンがどのよ

うに変化したのか，さらに，既存建物に残されたマーケテイング部門および製

造部門と研究開発部門問のコミュニケーション・パターンがどのように変化し

たのかという問題に注目している。既存研究では，人員間距離が離れれば離れ

るほど，コミュニケーション頻度は減少するという知見が示されてきたけれど

も，この研究では，製造部門とマーケティング部門は研究開発部門と同程度の

距離が離れているにもかかわらず，研究開発部門とマーケティング部門とのコ

ミュニケーション頻度は減少しなかったことが示されている。。

　逆に，研究開発部門とマーケティング部門をコロケーションさせると，他部

門間のコロケーションの場合に比べて，コラボレーションする傾向が見られる
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（Kahnand　McDonough，1997）。マーケティング部門と製造部門，研究開発部

門のコロケーションによるコラボレーションの程度を検討すると，研究開発部

門とマーケティング部門がコロケーションしている場合にはしていない場合よ

りもコラボレーションする傾向が見られるけれども，製造部門と研究開発部門，

製造部門とマー一ケティング部門がコロケーションしている場合にはしていない

場合よりもコラボレーションする傾向は見られなかったのである10。

　研究開発部門とマーケティング部門間のコミュニケーション・パターンが独

特であるのは，二一ズ情報の担い手であるマーケティング部門と技術情報の担

い手である研究開発部門の間の相互作用が必要不可欠であるからだろう。その

ため，距離が離れたとしても，マーケティング部門と研究開発部門の間では，

製品企画に関する情報について頻繁にコミュニケーションをとる必要があるた

め，距離の影響を受けにくい。一方，コロケーションすると対面接触が取りや

すくなるため，もともとコミュニケーションをとることが多かった研究開発部

門とマーケティング部門ではコラボレーションというコミュニケーションの質

的な改善も確認されるのである（MoenaertandCae1dries，1996）。

3．残された課題1研究開発組織におけるコミュニケーション・パターン

　既存研究の検討を通じて，これまで多くの実証研究が行われ，コロケーショ

ンとコミュニケーション・パターンの関係に影響を与える媒介変数やモデレー

タ変数に関するさまざまな知見が積み重ねられてきたことが明らかになった。

しかし，本稿が注目する研究開発組織におけるコロケーションとコミュニケー

ション・パターンの関係という文脈では，追加的な変数の検討も必要であろう。

たとえば，①作業空間の物理的特性以外の媒介変数，②コロケーションとコ

ミュニケーション・パターンの関係を緩和する，あるいは，より強化するモデ

レータ変数，③コミュニケーション頻度だけでなく，コミュニケーションの質

を捉える結果変数などを上げることができる。研究開発組織に独特の変数を追

加することによって，既存研究と類似の問題意識を共有しながらも，独特の要

素を付け加えた実証研究を新たに行う価値は十分にあると思われる。

3．1．媒介変数の検討1ミーティング

　コロケーションとコミュニケーション・パターンの関係に関する既存研究で
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は，その媒介変数として作業空間の物理的特性が注目されてきた。しかし，作

業空間の物理的変更によ．って提供される組織メンバーの偶発的な相互作用の機

会だけでなく，多くの組織メンバーが一つの建物内に居室を構えることで初め一

て実施可能になる，経営サイドが意図的に提供する相互作用の機会も存在する

だろう。例えば，研究所内で実施されるような研究発表会は，コピー室や水の

み場のように，組織メンバー間の相互作用の機会を提供する空間を提供する可

能性がある。このようなミーティングの設定の仕方によって，組織メンバーは

相互作用の機会を持つようになるのである（伊丹，2006）。コロケーションに

よっ・て，このようなミーティングの頻度が増えたかどうか，また，このような

ミーチィングヘの参加次第で，どのようにコミュニケーション・パターンが変

化するかについて検討する価値が十分残されているように思われる。

3．2．モデレータ変数の追加1基礎研究と応用研究

　既存研究では，コロケーションとコミュニケーション・パターンの関係に影

響を与えるモデレータ変数の存在として，マーケティング部門と研究開発部門，

製造部門の部門間の組み合わせの影響について検討されてきたが，研究開発部

門に独特の問題については必ずしも十分に考慮されてこ一なかったように思われ

る。

　まず，研究開発組織では，研究者間のインフォーマルなコミュニケーション

に関して，基礎研究者と応用研究者では異なるパターンを示していることが示

されてきた（A11en，1977；州1en，Tushman，andLee，1979；KatzandTushman，

1979）。たとえば，基礎研究者の場合は，組織外部の同一分野の専門家との間

で個別にコミュニケーションをとる人ほど高い成果を上げているのに対し，応

用研究者の場合は，組織外部と個別にコミュニケーションをとるよりも，外部

との接触を盛んに行うゲート・キーパー（刈1en，1977）を通じて，情報を獲得

する方がより高い成果を上げることが明らかにされてきた。

　しかし，研究開発組織のコロケーションという文脈では，基礎研究者と応用

研究者がどのように組織外部とインフォーマルなコミュニケーションをとって

いるかという問題だけでなく，基礎研究者と応用研究者が同じ居室や実験室を

使用し，彼らがインフォーマルな接触の機会を持つことで，その間でどのよう

なネットワークが築かれるのかという問題にも注目する必要があるだろう。
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　次に，日本企業の研究開発組織に独特の要因にも注目する必要があるだろう。

日本企業にとって，基礎研究で生まれた研究成果を応用研究に移転させるとい

う課題は，とりわけ近年問題となっているのである。

　日本企業では，ユ980年代に全社レベルの研究所の新設が相次ぎ，「基礎研究

所設立ブーム」が起こったと言われている（榊原，1995）。それ以前の日本企

業は欧米企業に比べ相対的に技術水準が低く，先行する欧米諸国に追いつこう

とするキャッチアップ段階では，基礎研究を行う余裕も，その必要も一なかった。

80年代に入り，低コストの資金を大量に調達できたこと，長期的研究に取り

組む企業力をつけてきたことなどを背景に，製品事業部とのつながりをあえて

もたない基礎研究所が設立された。基礎研究の成果は短期間にはでないだろう

ということは多くの日本企業が共通認識としてもっていただろう。しかし，80

年代からおよそ20年という年月がたち，このような独立して建設された基礎

研究所において，必ずしも十分な研究成果を挙げることができなかった，ある

いは，基礎研究所で生まれた研究成果を応用研究や開発研究にスムーズに移転

できなかったという問題が多くの日本企業において指摘されているように思わ

れる。日本企業では，まさにこの基礎研究と応用研究の間のコミュニケーショ

ンが重要な課題の1つとなっているのである。

　以上のことからも，基礎研究と応用研究の相互作用の問題というのは，コロ

ケーションとコミュニケション・パターンの関係を考察する上で重要なモデ

レータ変数の1つとなるといえるだろう。

3．3．結果変数のバリエーション：コミュニケーションの質’

　コロケーションとコミュニケーション・パターンの関係に関する実証研究で

は，多くの場合，コミュニケーションの頻度が結果変数として測定されてきた。

しかし，コロケーションによって，研究者間のコミュニケーションの量的な側

面だけでなく，質的な側面も頻度も変化する・可能性があるだろう。

　たとえば，Moenaert㎝dCaeldries（1996）では，研究開発組織において，

壁や通路で遮られていた実験室を，壁や通路のない開放的な空間としたことで，

研究者間のコミュニケーション・パターンがどのように変化したのかという問

題を扱っている。そこでは，変更前と変更後で，研究者間のコミュニケーショ

ン頻度の変化は統計的に有意ではなかったけれども，部門間で市場情報に関す
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る学習や製品に関するイノベーション志向の程度11が高まったことが示されて

いる。研究者間で対面接触の機会をとりやすくなるということは，単にコミュ

ニケーションの頻度に影響をあたえるだけでなく，研究者問の相互理解や協力

の程度にも影響を与える可能性がある。

　このようなコミュニケーションの質的側面を測定するために，研究者間の協

力の程度を測定する変数として，たとえば，職務上の問題解決に積極的に協力

してくれる相談相手の数や，研究所内で共同研究可能なチームの数などの測定

などが重要であると思われる。
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2　Cグループが2つに分かれたため，コロケーション後の調査対象グループ数は4グループになり，

Cグループの構成メンバーの一部は新しいグループDグループに移動した．Cグループ（7名）の

　うち，Cグループにとどまったメンバーは3名で新規に2名が加わり計5名，DグループにはC

グループから2名移動し，新たに4名加わり言子6名になった．



18 」橋研究　第32巻4号

3　組織メンバー間にタスク関連性がある場合であっても，ない場合であっても，距離が離れれば離

　れるほどコミュニケーション確率は減少する．ただし，タスク関連性がある場合は，ない場合より

　も，距離によるコミュニケ』ションヘの影響を受けにくい傾向がみられる、しかし，人員間距離が

　30メートル離れると，週に1度以上コミュニケーションをとる確率は，タスク関連性があったと

　しても10％，タスク関連性がない場合には5％にまで減少するのである（刈1en，1977）．30メード

　ル離れるとタスク関連性がある場合でもない場合でも，コミュニケーションをとることがほとんど

　なくなるということは注目に値するだろう．

4　この研究結果では，実験室を共有していないBとCに比べて，実験室を共有しているAとCは，

　必ずしもコミュニケーションが多いわけではないため，実証結果は必ずしもこの仮説を検証するも

　のではない．けれども，このような相互作用設備の存在は他の文脈でも検討されている．

5　より精確には，部門問のコミュニケ・一ション紐帯の強さを測定しており，それぞれの部門に所属

　する個人間の1週間あたりのコミュニケーションの合計を，所属する人数でわったものである．

6　この部分の解説は，阿部（2006）に詳しい．

7　オープン・オフィスを導入したことで，周囲に会話の内容が漏れ聞こえてしまうため，機密の会

　話や個人の評価にかかわる情報などの内容を含んだコミュニケーションが困難になることや，周囲

　から見られているため，特に対面でのコミュニケーションが取りにくくなることが主張されてきた．

8　F目yard汕d　Weeks（2007）では，このような相互作用促進設備がインフォーマルな相互作用の機

　会を提供する条件として，近接性やプライバシーだけでなく、その空間の組織内での社会的位置づ

　けについても言及して．いる．すなわち，組織内に物理的にどのように配置されているかだけでなく，

　組織成員がその設備の使用方法をどのように認識しているかどうかによって，その利用の程度は異

　なる可能性も指摘されている（Komberger目nd　Clegg，2004）．その組織に各白でコピーをとる習慣

　が存在し，すべての綴織メンバーがコピー室を利用し，その待ち時間にコピー室で話をすることが

　正当であると認められているというような，組織内での社会的位置づけも重要な要因となるのであ

　る．

9　マーケティング部門と研究開発部門の間で，週に1度以上コミュニケーションをとる人の割合は，

　コロケーション前もコロケーション後も26％で，変化がなかったことが示されている．

10　コラボレーションとは，「集団としての目的達成」「相互理解」「インフォーマルな協働」「アイデ

　アや情報，資源の共有」「チームとしての協働」の頻度を5点尺度で質問している．コラボレーショ

　ンの程度に関して，コロケーションしていない部門間とコロケーションしている部門聞の間で平均

　値の差の検定を行うと，マーケティング部門と研究開発部門の間では，その差は仏5％で統計的に

　有意であるのに対し，製造部門と研究開発部門，製造部門とマーケティング部門の間では統計的に

　有意ではない．

11市場情報に関する学習とは「私は，市場二一ズと顧客機会に関して適切で精確な情報を得られて

　いる」，イノベーシ目ン志向の程度とは「我々の研究開発施設は，我々に進歩的で想像的な志向を

　与えるものである」という質問に対する5点尺度の回答である．


